
１ 大阪経済の概況 

 

 平成 15年度の府内総生産（＝府内総支出）は、名目で 38兆 3236億円、実質（平成 7暦年基

準）で 40兆 5644億円となった。対前年度比（＝経済成長率）は、名目では 0.1％増（14年度 1.0%

減）とプラスに転じた。実質では 1.3％増（14年度 0.2％増）と 2年連続のプラスとなった。 

なお、平成 15年度の国内総生産（＝国内総支出）の対前年度比は名目で 0.8％増、実質（平成

７暦年基準）で 3.2％増となっている。名目、実質ともにプラスという傾向は国と共通している。 

 平成 15年度の府内総生産（名目）の国内総生産（名目）に占めるシェアは 7.6％となった。 

 

平成 15年度の大阪経済を生産、分配、支出の３面から見ると次のとおりである。 

○ 生産 ： 府内総生産（名目）は 38兆 3236 億円、対前年度比 0.1％の増で、マイナスか

らプラスに転じた。これは、製造業が同 0.9％増（構成比 17.7%）、サービス業が

同 0.7％増（構成比 23.4％）となった影響が大きい。なお、運輸・通信業は同

3.2％減（構成比 6.7％）となっている。 

○ 分配 ： 府民所得（名目）は 26兆 8140 億円、対前年度比 0.6％の増となった。これは

企業所得が同 5.8％増（構成比 21.6%）となったためである。なお、雇用者報酬

は同 1.0％減（構成比 76.5%）となっている。 

また、一人当たり府民所得は 3042 千円（14 年度 3023 千円）となり、対前年

度比 0.6％増となった。 

○ 支出 ： 府内総支出（実質）は 40 兆 5644 億円、対前年度比 1.3％増となった。これは、

総資本形成が同 4.1％増（構成比 20.6%）となったためである。なお、民間最終

消費支出は同 0.6％減（構成比 47.5%）となった。 

 

  

 

                                                             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 資料：内閣府「国民経済計算年報」、府統計課「府民経済計算」 
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第 1図 実質経済成長率の推移



 

第１表 平成 15 年度 大阪府・全国の主要項目               （下段は対前年度増加率） 

 府(国)内総生産：名目 府(国)内総支出：実質 府(国)民所得：名目 

38兆 3236億円 40兆 5644億円 26兆 8140億円 
大阪府 

0.1％ 1.3％ 0.6％ 

501兆 2535億円 553兆 6228億円 368兆 6591億円 
全 国 

0.8％ 3.2％ 1.8％ 

 ※実質値は平成７暦年基準       資料：内閣府「国民経済計算年報」、府統計課「府民経済計算」 

                                 

 

第２表 実質経済成長率の推移                                      （単位：％） 

8年度 9年度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 

3.2 ▲2.6 ▲0.2 0.1 0.6 ▲1.9 0.2 1.3 

                                   資料：府統計課「府民経済計算」 

 

第３表 府内総生産（名目）の全国シェア                                （単位：％） 

8年度 9年度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 

8.1 7.9 7.9 7.9 7.8 7.7 7.7 7.6 

                      資料：内閣府「国民経済計算年報」、府統計課「府民経済計算」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「名目値」と「実質値」の違い 

「名目値」は、年々の時価を評価基準として表したものであり、物価変動の影響が含ま 

れている。これに対して「実質値」は一定の基準年次(現在は平成７暦年)の物価を評価 

基準として算出したもので、物価変動の影響を除いた経済の実質的な動きを見る場合に 

用いられる。通常、経済成長率は実質値の増加率で表す。 

実質値の算出に当たっては、消費者物価指数や企業物価指数等を利用して作成した総 

合的な物価調整指数（デフレーター）が用いられる。（実質値＝名目値÷デフレーター）

 なお、国民経済計算確報からの引用も、平成7暦年基準によるものである。 



 

２ 平成 15 年度推計結果の特徴等 

 

実質経済成長率は 2年連続のプラス
 

 

 大阪府の実質経済成長率は、平成 14年度 0.2％増、15年度 1.3％増と、2年連続のプラス成長と

なった。 

 実質経済成長率に対する需要項目別寄与度を見ると、最もプラス成長に寄与したのは民間総固

定資本形成のうち企業設備（プラス 0.9）である。これに、移出入（純）（プラス 0.7）、在庫品増

加（プラス 0.4）が続いている。一方、マイナスに寄与したのは、公的総固定資本形成（マイナス

0.5）、民間最終消費支出（マイナス 0.3）である。 
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                           資料：府統計課「府民経済計算」 

第２図 実質経済成長率に対する項目別寄与度の推移 
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府内総生産のデフレーターは６年連続で前年度を下回る

 

 当該年度の市場価格で表示される名目値について物価変動の影響を取り除いて実質化する際

に用いられるデフレーター（物価調整指数、平成７暦年＝100）は、平成９年度をピークに下落

を続けており、６年連続で前年度を下回った。 

 このようなデフレーターの動きの結果、平成 10 年度以降、実質経済成長率が名目経済成長率

を上回る状態が続いている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                    資料：府統計課「府民経済計算」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：府統計課「府民経済計算」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４図 大阪府の経済成長率の推移

「デフレーター」とは 

名目値と実質値の関係を示すものがデフレーターであり、一般的には 

「実質値」＝「名目値」÷「デフレーター」という関係になる。 

  府民経済計算では、まず、できるだけ細かい需要項目について実質値を計算し、次に、

算出された実質総生産（＝総支出）で名目総生産を割ることによって事後的にデフレータ

ーを求めている。このように事後的に算出されたデフレーターは「インプリシット・デフ

レーター」と呼ばれている。府民経済計算では５年ごとに基準年を変更しており、現在は

平成７暦年（1995 年）を基準年としている。 

第３図 大阪府のデフレーターの推移



 

（参考）雇用者報酬、民間最終消費支出（名目）とも、減少幅が縮小

  

 平成 15 年度の雇用者報酬の減少幅は、平成 13 年度 3.9%減、14 年度 1.6%減、15年度 1.0％減

と減少幅が縮小している。また、民間最終消費支出（名目）も、平成 13 年度 2.1％減、14 年度

0.9％減、15年度 0.7%減と減少幅が縮小している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考）家計の調整可処分所得は減少、貯蓄率は 2年連続上昇 

 

 家計の可処分所得に一般政府などからの財・サービスの現物移転を加えた調整可処分所得は、

平成 15年度 25兆 262億円（対前年度比 平成 13年度 4.0％減、14年度 0.5%増 15年度 0.2%減）

となり、平成 13年度に減少して以来、ほぼ横ばいである。 

 また、家計の貯蓄率は、平成 13 年度の 6.9％から、14 年度 7.7%、15 年度 8.7％と 2 年連続で

上昇した。 
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資料：府統計課「府民経済計算」
 

第６図 家計の調整可処分所得と貯蓄率の推移 
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第 5図 雇用者報酬と民間最終消費支出（名目）増加率の推移 



 

（参考） OECD加盟国の国内総生産との比較
 

 

府内総生産（名目）をＯＥＣＤ加盟国の国内総生産と比較すると、13 位程度の経済規模であ

った。 

ただし、この比較は為替レート換算によるため、レートの変動により数値が大きく振れるので、

あくまでも目安として捉えるべきである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：内閣府「国民経済計算年報」 府統計課「府民経済計算」

第７図 国内総生産及び府内総生産の国際比較 
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  （注）　①大阪府値以外は「国民経済計算年報」の「ＯＥＣＤ諸国の国内総生産」による。

　　　　　②数値はすべて名目値である。
　        ③大阪府及びオーストラリアは年度値、その他は暦年値。

          ④大阪府値の換算レート：1ドル＝113.03円

　　　　　　　（「国民経済計算年報」の「円及び対米ドルレート」における15年度値。）



 

３．府内総生産 

 

 平成 15年度の府内総生産（名目）は、38兆 3236 億円、対前年度比 0.1％増（14 年度 1.0％減）

とマイナスからプラスに転じた。 

 産業別に生産額の対前年度比をみると、製造業は 0.9％増、サービス業は 0.7％増、卸売・小

売業は 0.0％増と、構成比の大きい３業種がプラスとなっている。一方、運輸・通信業は 3.2％

減、電気・ガス・水道業は 2.9％減、建設業は 2.3％減となった。 

 また、構成比をみると、第１位の産業となっているサービス業が 14年度 23.2％から 23.4％へ

上昇したのに対し、第２位の卸売・小売業は同 20.3％のまま推移し、第３位の製造業は 17.5％

から 17.7％に上昇した。 

 

 

 

14年度 15年度 14年度 15年度

億円 億円 ％ ％ ％ ％

367,864 367,065 ▲ 1.1 ▲ 0.2 96.1 95.8

（1） 農 林 水 産 業 322 316 ▲ 3.7 ▲ 1.7 0.1 0.1

（2） 鉱 業 34 36 ▲ 10.6 5.7 0.0 0.0

（3） 製 造 業 67,067 67,673 0.8 0.9 17.5 17.7

（4） 建 設 業 15,674 15,319 ▲ 4.1 ▲ 2.3 4.1 4.0

（5） 電 気 ・ ガ ス ・ 水道業 12,374 12,019 ▲ 2.1 ▲ 2.9 3.2 3.1

（6） 卸 売 ・ 小 売 業 77,643 77,657 ▲ 1.3 0.0 20.3 20.3

（7） 金 融 ・ 保 険 業 27,831 27,620 ▲ 2.6 ▲ 0.8 7.3 7.2

（8） 不 動 産 業 51,397 51,153 0.4 ▲ 0.5 13.4 13.3

（9） 運 輸 ・ 通 信 業 26,601 25,756 ▲ 3.3 ▲ 3.2 6.9 6.7

（10） サ ー ビ ス 業 88,921 89,516 ▲ 1.5 0.7 23.2 23.4

27,195 26,982 ▲ 1.0 ▲ 0.8 7.1 7.0

6,783 6,662 3.8 ▲ 1.8 1.8 1.7

401,843 400,708 ▲ 1.0 ▲ 0.3 104.9 104.6

4,612 4,751 ▲ 4.2 3.0 1.2 1.2

（控除）総資本形成に係る消費税 1,957 2,084 ▲ 8.5 6.5 0.5 0.5

（控除）帰 属 利 子 21,593 20,140 ▲ 1.6 ▲ 6.7 5.6 5.3

382,904 383,236 ▲ 1.0 0.1 100.0 100.0

（注）四捨五入の関係で、内訳と合計が一致しない場合がある。 資料：府統計課「府民経済計算」
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第４表 経済活動別府内総生産(名目)
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資料：府統計課「府民経済計算」
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第８図 経済活動別府内総生産(名目)

第９図 産業別構成比（産業計＝１００％） 
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３－１ 製造業   

                         

 製造業の総生産額は 6兆 7673 億 

円、対前年度比 0.9％増（14年度 0.8％ 

増）と２年連続の増加となった。 

 これを業種別にみると、一次金属が 

対前年度比 32.3％増（14年度 31.8％減）、 

化学が同 9.8％増（1.3％増）、一般機 

械が同 7.4％増（9.3％減）と増加した。 

これに対し、電気機械が同 8.1％減（43 

.5％増）、食料品が同 6.1％減（3.1％増） 

と減少した。 

 各業種を「加工組立型」「基礎素材型」 

「生活関連・その他型」に分類し製造業 

全体に占める割合の推移をみると、平成 

10 年度以降、基礎素材型が漸増傾向に 

ある。 
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第 10図 製造業総生産額 

第 11 図 製造業業種別生産額対前年度増加率 

第 12 図 製造業の構成比 
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３－２ 建設業   

建設業の総生産額は、1兆 5319億円、対前年度比 2.3％減（14年度 4.1％減）と７年連続の減

少となった。 

 これを部門別にみると、土木工事部門は対前年度比 5.8％減（14年度 0.6％減）、補修工事部門

は同 2.3％減（4.1％減）、建築工事部門は同 0.3％減（6.0％減）と、いずれも減少となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３－３ 電気・ガス・水道業 

 電気・ガス・水道業の総生産額は 1 

兆 2019 億円、対前年度比 2.9％減（14 

年度 2.1％減）となった。 

 これを業種別にみると、電気業は前 

年度比 5.1％減（14年度 2.6％増）、 

ガス業は同 0.9％減（7.4％減）、水道 

業は同 3.6％減（1.8％減）となり、 

廃棄物処理業は同 2.6％増（1.3％増） 

となった。 

 

 

 

 

第 14図 建設業総生産額の増加率 第 13 図 建設業総生産額 

第 15 図 電気・ガス・水道業総生産額 
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３－４ 卸売・小売業 

 卸売・小売業の総生産額は 7 兆 7657 億円、対前年度比 0.0％増（14 年度 1.3％減）とマイナ

スからプラスに転じた。 

 業種別にみると、卸売業は対前年度比 0.0％増（14 年度 0.8％減）、小売業は同 0.1％増（2.5％

減）と、どちらもプラスに転じた。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３－５ 金融・保険業                      

 金融・保険業の総生産額は 2兆 7620 

億円、対前年度比 0.8％減（14 年度 2.6％ 

減）となった。 

 業種別にみると、金融業は対前年度比 

1.8％減(14 年度 2.0％減)、保険業は同 

2.2％増（4.5％減）となった。 

  

第 18 図 金融・保険業総生産額 

第16図 卸売・小売業総生産額         第17図 卸売・小売業総生産額の増加率
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３－６ 不動産業 

 不動産業の総生産額は 5兆 1153 億円、対前年度比 0.5％減（14年度 0.4％増）となった。 

 これを業種別にみると、不動産賃貸業が対前年度比 2.0％減（14 年度 1.0％減）、住宅賃貸業

が同 0.5％減（0.6％増）となった一方、不動産仲介業は同 3.8％増(1.0％増)となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３－７ 運輸・通信業 

 運輸・通信業の総生産額は 2 兆 5756 億円、対前年度比 3.2％減（14 年度 3.3％減）と６年連

続の減少となった。 

 これを業種別にみると、運輸業は対前年度比 1.8％減（14年度 2.1％減）、通信業も同 6.4％減

（5.9％減）となった。 

 

第19図 不動産業総生産額         第 20図 不動産業総生産額の増加率 

第 21 図 運輸・通信業総生産額        第 22 図 運輸・通信業総生産額の増加率
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３－８ サービス業 

 サービス業の総生産額は 8兆 9516 億円、対前年度比 0.7％増（14年度 1.5％減）となった。 

 これを業種別にみると、対事業所サービス業は対前年度比 2.4％増（14 年度 3.6％減）、公

共サービス業は同 2.2％増（0.0％増）となった一方で、対個人サービス業は同 2.5％減（0.5％

増）となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 23図 サービス業の業種別総生産額 

第 24 図 サービス業総生産額の増加率 
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第 25図  府民所得の推移 

４ 府民所得の分配 

  

平成 15年度の府民所得（名目）は、26兆 8140億円、対前年度比 0.6％増（14年度 1.2％減）

と６年連続のマイナスから増加に転じた。これは、府民所得の約２割を占める企業所得が同 5.8％

の増加、財産所得が同 14.5％の増加となったためである。 

 なお、府民所得（名目）を大阪府総人口（総務省推計：平成 15年 10月 1日現在）で割った一

人当たり府民所得は、3042千円（14年度 3023千円）、対前年度比 0.6％増（1.2％減）となった。 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

14年度 15年度 14年度 15年度
億円 億円 ％ ％ ％ ％

雇用者報酬 207,302 205,177 ▲ 1.6 ▲ 1.0 77.8 76.5

財産所得 4,466 5,112 ▲ 20.2 14.5 1.7 1.9

受取 25,161 24,938 ▲ 6.7 ▲ 0.9 9.4 9.3

うち家計（利子） 5,242 5,704 ▲ 33.5 8.8 2.0 2.1

うち家計（保険契約者
に帰属する財産所得）

7,854 7,814 2.2 ▲ 0.5 2.9 2.9

支払 20,695 19,826 ▲ 3.2 ▲ 4.2 7.8 7.4

企業所得 54,692 57,851 2.6 5.8 20.5 21.6

うち民間法人企業 30,279 33,829 2.8 11.7 11.4 12.6

うち公的企業 6,809 5,726 9.8 ▲ 15.9 2.6 2.1

うち個人企業 17,604 18,300 ▲ 0.4 3.9 6.6 6.8

府民所得 266,460 268,140 ▲ 1.2 0.6 100.0 100.0

（注）財産所得の内訳は、代表的な項目のみを表掲した。 四捨五入の関係で、内訳と合計が一致しない場合がある。

　　   家計は個人企業を含む。

　　  保険契約者に帰属する財産所得＝保険契約者の資産から生じる投資所得（保険帰属収益）＋保険契約者配当

構成比
項目 14年度

対前年度増加率
15年度

 

 

第５表  府 民 所 得 

 第 26 図  一人当たり府民所得 
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４－１ 雇用者報酬 

雇用者報酬は、20兆 5177億円、対前年度比 1.0％減（14年度 1.6％減）と 5年連続のマイナス

となったが、減少幅は縮小した。 

雇用者報酬のうち、退職一時金などの雇主の帰属社会負担は、2兆 7171億円、対前年度比 0.3％

増（14年度 30.5％増）と 3年連続の増加となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４－２ 財産所得 

 財産所得は、5112億円、対前年度比 14.5％増（14年度 20.2％減）となった。 

 内訳をみると、家計は 1兆 868億円、対前年度比 1.8％減（14年度 13.8％減）、一般政府はマ

イナス 5846億円、対前年度比 12.4％増、対家計民間非営利団体は、90億円、対前年度比 23.5％

増となった。 

 さらに、家計の内訳をみると、利子（受取－支払）はマイナス 1768億円、対前年度比 26.5％

増、配当は 3171 億円、対前年度比 8.5％減、保険契約者に帰属する財産所得は、7814 億円、対

前年度比 0.5％減、賃貸料は 1651億円、対前年度比 23.2％減となった。 

       

第 29図   家計の財産所得

第 28図 雇主の帰属社会負担の推移  第 27 図  雇用者報酬の推移 



 

４－３ 企業所得 

 企業所得は、5兆 7851億円、対前年度比 5.8％増（14年度 2.6％増）となった。 

 内訳をみると、民間法人企業所得は 3兆 3829億円、対前年度比 11.7％増（14年度 2.8％増）、

公的企業は 5726億円、同 15.9％減（9.8％増）、個人企業所得は 1兆 8297億円、同 3.9％増（0.4％

減）となった。 

個人企業所得のうち持ち家分を除いた産業による個人企業所得は、6061 億円、対前年度比

11.7％増（14年度 1.0％減）となった。 
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第 30図   企業所得の構成 第 31 図   個人企業所得の構成 



 

５．府内総支出 

 

 平成 15年度の府内総支出は、名目で 38兆 3236億円、対前年度比 0.1％増（14年度 1.0％減）、

実質（平成７暦年基準）では 40兆 5644億円、対前年度比（＝実質経済成長率）1.3％増（同 0.2％

増）となった。 

 実質経済成長率を項目別にみると、民間総固定資本形成が対前年度比 4.9％増、公的総固定資

本形成は 14.4％減、民間最終消費支出が 0.6％減となった。 

また、実質経済成長率に対する寄与度をみると、民間総固定資本形成の企業設備が 0.9、移出

入（純）が 0.7とプラスに寄与した 
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第３２図 府内総支出(実質)

資料：府統計課「府民経済計算」 



 

 

 

１4年度 １5年度 １4年度 １5年度

億円 億円 ％ ％ ％ ％

民 間最終消費支出 196,276 194,828 ▲ 0.9 ▲ 0.7 51.3 50.8

政 府 最 終消費支出 58,013 57,399 0.3 ▲ 1.1 15.2 15.0

民間総固定資本形成 60,591 60,977 ▲ 2.3 0.6 15.8 15.9

　　 住　　　　　　　　　宅 13,012 12,710 0.7 ▲ 2.3 3.4 3.3

　　 企　　業　　設　　備 47,579 48,267 ▲ 3.1 1.4 12.4 12.6

公的総固定資本形成 11,863 10,044 ▲ 11.3 ▲ 15.3 3.1 2.6

在 庫 品 増 加 ▲ 1,386 330 － － ▲ 0.4 0.1

移 出 入 （ 純 ） 57,694 59,206 ▲ 3.7 2.6 15.1 15.4

統 計 上 の 不 突 合 ▲ 147 452 － － ▲ 0.0 0.1

府 内 総 支 出 382,904 383,236 ▲ 1.0 0.1 100.0 100.0

（注）四捨五入の関係で、内訳と合計が一致しない場合がある。

   資料：府統計課「府民経済計算」

１４年度 １５年度 １４年度 １５年度

億円 億円 ％ ％ ％ ％

民 間最終消費支出 193,746 192,589 ▲ 0.4 ▲ 0.6 ▲ 0.2 ▲ 0.3 101.2

政 府最終消費支出 60,118 60,041 2.2 ▲ 0.1 0.3 ▲ 0.0 95.6

民間総固定資本形成 69,039 72,440 ▲ 0.7 4.9 ▲ 0.1 0.8 84.2

　　 住　　　　　　　　　宅 13,456 13,144 1.7 ▲ 2.3 0.1 ▲ 0.1 96.7

　　 企　　業　　設　　備 55,583 59,296 ▲ 1.2 6.7 ▲ 0.2 0.9 81.4

公的総固定資本形成 12,780 10,939 ▲ 10.3 ▲ 14.4 ▲ 0.4 ▲ 0.5 91.8

在 庫 品 増 加 -1,404 364 － － ▲ 0.3 0.4 －

移 出 入 （ 純 ） 66,173 68,793 ▲ 1.1 4.0 ▲ 0.2 0.7 86.1

統 計 上 の 不 突 合 -153 478 － － 1.1 0.2 94.5

府 内 総 支 出 400,297 405,644 0.2 1.3 0.2 1.3 94.5

（注）四捨五入の関係で、内訳と合計が一致しない場合がある。また、  寄与度は、対前年度増加率に対する寄与度。

資料：府統計課「府民経済計算」

構成比

寄与度

項     目 １４年度

項     目

１５年度
対前年度増加率

デフレーター１４年度 １５年度
対前年度増加率

 

 

 

 

 

 

第６表 府内総支出（名目） 

第７表 府内総支出（実質）  （平成７暦年基準） 



 

５－１ 民間最終消費支出 

 民間最終消費支出は、名目で 19兆 4828億円、対前年度比 0.7％減（14年度 0.9％減）、実質で

19兆 2589億円、同 0.6％減（0.4％減）となった。 

 このうち家計最終消費支出について項目別の実質増加率をみると、家具・家事用品が対前年度

比 16.0％増、住居が同 4.9％増となったものの、その他の消費支出が同 7.4％減、被服及び履物

が同 5.0％減となり、家計最終消費支出全体では同 0.7％減となった。 
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第３３図 家計最終消費支出の動き（名目）
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第３４図 家計最終消費支出（費目別）の増加率（実質） 



 

５－２ 民間総固定資本形成 

 民間総固定資本形成は名目で 6兆 977億円、対前年度比 0.6％増（14年度 2.3％減）、実質で 7

兆 2440億円、同 4.9％増（0.7％減）となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

このうち住宅は、名目で 1兆 2710億円、対前年度比 2.3％減（14年度 0.7％増）、実質で 1兆

3144億円、同 2.3％減（1.7％増）となった。 

 企業設備は、名目で 4兆 8267億円、対前年度比 1.4％増（14年度 3.1％減）、実質で 5兆 9296

億円、同 6.7％増（1.2％減）となった。産業別（実質）では、サービス業が 2 兆 1949 億円、対

前年度比 11.2％増（14 年度 10.0％増）、卸売・小売業が 1兆 1489億円、同 9.2％増（4.6％減）

となるなど、５業種で対前年度比が増加した。 
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第３６図 民間総固定資本形成の 

項目別増加率（実質） 

第３５図 民間総固定資本形成（名目） 

第３７図 企業設備の産業別増加率（実質） 



 

５－３ 公的総固定資本形成 

 公的総固定資本形成は、名目で 1兆 44億円、対前年度比 15.3％減（14年度 11.3％減）と８年

連続のマイナスとなった。実質では 1兆 939億円、同 14.4％減（10.3％減）で、その内訳をみる

と、住宅は対前年度比 62.9％減、企業設備は同 1.7％増、一般政府は同 17.6％減となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５－４ 在庫品増加 

 在庫品増加（期末在庫－期首在庫）は、名目で 330 億円（14 年度マイナス 1386 億円）、実質

で 364 億円（同マイナス 1404 億円）となった。内訳（実質）をみると、製造業がマイナス 216

億円、卸売・小売業が 796億円、その他がマイナス 208億円となった。 

 

 

-3,000

-2,500

-2,000

-1,500

-1,000

-500

0

500

1,000

10 11 12 13 14 15 年度

（億円）

公的企業・一般政府

製造業

卸売・小売業

その他民間企業

資料：府統計課「府民経済計算」

注：農林水産業については金額

　　が小さいので表示されない。
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第３９図 公的総固定資本形成の 

項目別増加率（実質） 

第３８図 公的総固定資本形成（名目） 

第４０図 項目別在庫品増加額（実質）



 

５－５ 移出入(純) 

 移出入(純)は、名目で 5兆 9206億円、対前年度比 2.6％増（14年度 3.7％減）、実質で 6兆 8793

億円、同 4.0％増（1.1％減）となった。 

 内訳(実質)をみると輸出は対前年度比 3.7％増となり､移出は同 0.2％増、輸入は同 1.2％減、移

入は同 0.5％減となった。 
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輸出

第４１図 移出入の構成（実質） 



 

0%20%40%60%80%100%

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

生産・輸入品に課される税（控除）補助金

固定資本減耗

営業余剰・混合所得

雇用者報酬（府内活動による）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

民間最終消費支出

政府最終消費支出

府内総固定資本形成・在庫品増加

財貨・サービスの移出入・統計上の不突合

６ 統合勘定 

 勘定とは、借方（受取）＝貸方（支払）という複式記入方式で、モノ（財貨及びサービス）の

取引の結果と、カネ（所得及び金融資産）の流れの結果を統合して記録したものである。 

 生産活動の結果発生した所得（付加価値）は、生産に参加した経済主体に雇用者報酬、営業余

剰・混合所得といった形で分配され、さらに様々な再分配過程を経て消費され、残りの部分は貯

蓄として記録される。そして、府民貯蓄及び他府県からの資本移転等の資本調達と資本形成のバ

ランスを示す資本調達勘定につながる。 

 

６－１ 府内総生産と総支出勘定 

 平成 15年度の府内総生産（借方）では、雇用者報酬（府内活動による）が 22兆 8960億円と

全体の 59.7％を占めており、また、府内総支出（貸方）では、民間最終消費支出が 19 兆 4828

億円と 50.8％を占めている。これをみると、家計部門の回復が、経済成長にとって重要な要素と

なっていることがわかる。 

 平成 2年度からの構成比の推移を見ると、府内総生産（付加価値）を構成する要素として、企

業の営業余剰、混合所得のシェアが低下している。また、府内総支出（需要面）では、府内総固

定資本形成・在庫品増加のシェアが低下している。 

 

 

第 42 図 府内総生産と総支出勘定の構成比の推移 
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６－２ 府民可処分所得と使用勘定 

 

 平成 15年度の府民可処分所得（借方）において、雇用者報酬（府内活動による）は 22兆 8960

億円（構成比 80.1％）、営業余剰・混合所得 5兆 3640 億円（同 18.8%）の順に多い。また、府外

からの雇用者報酬はマイナス 2兆 3783 億円（同△8.3%）、府外からのその他の経常移転はマイナ

ス 1兆 6560 億円（同△5.8％）と、府外からの就業者等に雇用者報酬等が多く流出している。 

 

 一方、可処分所得の使用（貸方）において、民間最終消費支出は19兆4828億円（構成比 68.1%）、

政府最終消費支出は 5兆 7340 億円（同 20.1%）、府民貯蓄は 3 兆 3722 億円（同 11.8%）とな

っている。平成 2年度からの構成比の推移をみると、府民貯蓄のシェアが低下している。 

 

 

第 43図 府民可処分所得と使用勘定の構成比の推移 
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６－３ 資本調達勘定（実物取引） 

資本調達勘定は、実物資産の蓄積の姿を示すと同時に、この蓄積のための原資をどう調達し

たかを明らかにする。 

  府外に対する債権の変動は、各制度部門における貯蓄投資差額の和（ただし、統計上の不突

合があるので実際には制度部門の合計とは一致しない）である。原資が実物資産の蓄積を上回

ればプラスに計上される。平成 15 年度は２兆 8717 億円（対前年度比 11.9％増）と 6 年連続

して増加している。 

 

  第 44 図 府外に対する債権の変動 
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６－４ 府外勘定 

   府外勘定とは、府全体の経常的な府外取引を、府外の視点から記録したものである。平成２

年度からの府外取引の推移を見ると、雇用者報酬については大きな変化はないものの財貨・サ

ービス(移出)が減少傾向にあることがわかる。 
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（兆円） 

第 45図 府外取引における財貨・サービスと雇用者報酬の推移 
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